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 Information+ Information+
　身体障がい者・知的障がい者相談員

障がい者相談員を
紹介します

問ほけん福祉課福祉班　☎７８－３１１５（内１２５）

町の委嘱で、活動している相談員です。自身
の経験をもとにアドバイスします。
▶身体障がい者相談員
濱田　孝成さん（染竹）
北岡　正文さん（川内）
▶知的障がい者相談員
開田　いつみさん（平国上）

児童手当現況届の
提出は6月末まで

　児童手当現況届

問ほけん福祉課福祉班　☎７８－３１１５（内１２６）

児童手当を受給している人で、下記に当ては
まる人は現況届の提出が必要です。対象者には、
６月上旬に現況届を送付しますので、必要事項
を記入し、必要書類とともに提出してください。
▶対象
・配偶者からの暴力などで住民票と異なる市町
村で受給している人
・津奈木町に住民票がない児童を養育する人
・法人の未成年後見人、施設などの受給者
・離婚協議中で配偶者と別居している人
・本町から提出の案内があった人
▶期限　6/30 ㈪
▶提出先　ほけん福祉課福祉班
※手続きをしなかったときは、引き続き受給資
格があっても、６月以降の手当ての受給ができ
なくなるので必ず提出してください

退職者の国民年金
切り替えはお早めに

　退職者の国民年金切り替え

問住民課住民班　☎７８－３１１３（内１１２）

20歳以上60歳未満の人が退職し、農業者、
自営業者、学生、フリーター、無職などになっ
たときは、国民年金第１号被保険者か第 3号
被保険者への切り替えが必要です。お早めの手
続きをお願いします。
▶申込先　住民課住民班窓口
▶必要なもの　離職票など退職した日がわかる
もの

▶相談時間　【水俣】10:00~15:00　
　　　　　　【芦北】9:30~15:30
▶場所　6/20 ㈮　芦北町役場
6/10㈫・24㈫ 水俣市総合もやい直しセンター
▶相談方法　八代年金事務所出張相談予約窓
口に事前に電話予約（平日8:30~17:15）
　☎０９６５－３５－６１２３

　出張年金相談会の案内

金婚夫婦（結婚50年）
を受け付けます

　金婚夫婦対象者受付

問ほけん福祉課保険班　☎７８－３１１５（内１２３）

結婚50 年を迎える夫婦を受け付けます。対
象の夫婦は、敬老会と熊本日日新聞社からそ
れぞれ表彰があります。同新聞と広報つなぎに
掲載されます。
▶対象夫婦　S50 年に結婚、入籍した夫婦
▶期限　6/23 ㈪
▶申込先　ほけん福祉課保険班か各区長

昨年９月に開かれた金婚夫婦表彰伝達式

図書館の有償ボラン
ティアを募集します

　町公立図書館有償ボランティア募集

問教育委員会生涯学習班　☎７８－５４００（内７０５）

▶募集人数　1人
▶雇用内容
【期間】7/22 ㈫ ~8/24 ㈰
【勤務日】火~日曜日（祝日含む）
【時間】10:00~17:00（休憩1時間）
【時給】952円
【業務】受付業務・蔵書の点検など
▶申込　6/16 ㈪ ~6/30 ㈪の期間に「登録申
請書」を教育委員会に提出。
※未成年者は申請書に併せて「住民登録記載
事項証明書」の提出が必要。
▶決定方法　書類選考・面接試験

不妊治療費を助成
します

不妊治療費の助成

問ほけん福祉課福祉班　☎７８－３１１５（内１２５）

　町では、少子化対策と不妊治療の経済的負
担を軽減するため、一般不妊治療と生殖補助
医療にかかる費用を助成しています。不妊治
療の助成を受けるためには条件を満たしてい
る必要があります。詳しくは町HPをご覧に
なるか、ほけん福祉課福祉班にお問い合わせ
ください。

国民健康保険税が変更されます
　国民健康保険税の変更

問住民課税務班　☎７８－３１１３（内１１４）

　課税限度額の引き上げ
　医療給付費分・後期高齢者支援金分の課税限
度額が引き上げられ 40 歳から64歳の人で最大
109万円の課税額となります。

　世帯の所得に応じた軽減措置について、5割軽
減の基準額と2割軽減の基準額が変更となり、軽
減制度に該当する世帯の範囲が拡大されます。ま
た、制度は令和7年 4月から施行されますが、改
正後の税額は6月の本算定から計算されます。
▶変更額（1人あたり）
【5割軽減の基準額】29.5 万円→30.5 万円
【2割軽減の基準額】54.5 万円→56万円
※軽減を受けるための手続きは不要ですが、住民
税の未申告者は軽減判定ができませんので毎年申
告が必要です。

　軽減制度所得基準額の変更

区分
令和6年度
課税限度額

令和7年度
課税限度額

医療給付費分 65万円 66万円

後期高齢者支援金分 24万円 26万円

介護納付金分 17万円 17万円

合計 106万円 109万円

　地方税法施行令の改正により課税限度額が引き上げられ、軽減制度所得基準額が変更されます。詳しく
は以下の内容をご確認ください。


